


災害時に備えた小中学校体育館向けGHP及びEHP コスト比較
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LPガス消費量：750kg
（10.4 kg/時）

‐
LPガス代 91
消費電力 12
保守管理費 44

GHP本体 1,500
バルク代 300
工事費 2,000

・GHP 20馬力×3基(室内機12台)

・災害対応バルク1t×1基

0

LPガス消費量： 同上‐
LPガス代 121
消費電力 12
保守管理費 44

GHP本体 1,500
シリンダ設備 200
工事費 2,000

・GHP 20馬力×3基(室内機12台)

・LPガスシリンダ50kg×20本

LPガス消費量 ： 同上
変換器保守管理

23

都市ガス代 41
消費電力 12
GHP保守管理 44

変換器 350
シリンダ設備 1５0
(ともに工事費込)

GHP本体 1,500
工事費 2,000

・GHP 20馬力×3基(室内機12台)

・LPガス→都市ガス変換設備
・LPガスシリンダ50kg×15本

LPガス消費量：
1,560 Kg

発電機・
バルクメンテ 20

消費電力
非常用発電機 2,000
災害対応バルク 600

(ともに工事費込)

EHP本体 750
工事費 2,000

・EHP 20馬力×3基(室内機12台)
・非常用発電機 45kVA×2基
・災害対応バルク1t×2基

＊計算前提 ： LPガス単価：バルク225円/kg、シリンダ300円/kg
都市ガス単価：100円/㎥(小型空調用契約) 
電力単価：57円/kwh(業務用契約) ※すべて基本料金込み
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災害時に備えた小中学校体育館向けGHP及びEHP その他比較

※出力20馬力(56kW)EHPの消費電力 約20kW/台 × 3台/校 × 10,000校 ＝消費電力 約60万kW
⇒GHP化により▲9割削減 ＝ ▲約54万kW・・・・原子力発電所 約0.6基分
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第７次エネルギー基本計画 抜粋（１）（2025年2月18日閣議決定）

５．化石資源の確保／供給体制

（１）基本的考え方

化石燃料は、我が国のエネルギー供給の大宗を担い、世界的な需要は減少の見通しである
が程度には幅があり、そのサプライチェーンは一度途絶すれば復元は相当困難であり、安定
供給を確保しつつ現実的なトランジションを進める必要がある。これらを踏まえ、化石燃料
について、地理的な近接性や資源国との中⾧期的な協力関係等を総合的に勘案しつつ、資源
外交、国内外の資源開発、供給源の多角化、危機管理、サプライチェーンの維持・強靱化等
に取り組む。

特に、ＬＮＧの安定供給確保は、電力の安定供給の確保を大前提に非効率な石炭火力の発
電量を減らしていく中、現実的なトランジションの手段としてＬＮＧ火力を活用する必要が
あることに加え、都市ガスの安定供給の観点から重要である。価格高騰や供給途絶等のリス
クに備え、官民一体となって必要なＬＮＧの⾧期契約を確保する必要がある。加えて、災害
の多い我が国では、エネルギーの強靱性の観点から、可搬かつ貯蔵可能な石油製品やＬＰガ
スの安定調達と供給体制確保は重要である。

将来的な脱炭素燃料・技術を含む資源獲得競争を勝ち抜くべく、国際競争力のある「中核
的企業」の創出や、これらの企業が「総合エネルギー産業」に変革し２０５０年カーボン
ニュートラル社会実現のメインプレイヤーとなることも目指す。
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第７次エネルギー基本計画 抜粋（２）（2025年2月18日閣議決定）

５．化石資源の確保／供給体制

（４）ＬＰガス

ＬＰガスは、化石燃料の中で温室効果ガス排出が少なく、約４割の家庭に供給され、備蓄
体制も整備されており、可搬かつ貯蔵が容易で品質劣化のない分散型エネルギーである。国
内需要の８割を占める輸入先は米国、カナダ、豪州で９割超と地政学リスクが低く、エネル
ギー安全保障にも資するうえ、ボンベで全国のどこへでも供給可能であり、災害時には、病
院等の電源や避難所等の生活環境向上にも資する「最後の砦」としても、重要なエネルギー
源である。

ＬＰガス備蓄については、有事の対応やアジアの需要増加に備え、現在の国家備蓄・民間
備蓄を合わせた備蓄水準を維持する。ＬＰガス業界やＪＯＧＭＥＣと連携し、緊急時を想定
した国家備蓄基地からの放出訓練や各地への輸送に係る詳細なシミュレーションを実施する。
また、災害時に備え、自家発電設備等を備えた中核充填所の新設・設備強化を進めるととも
に、病院・福祉施設や小中学校体育館等の避難所等における備蓄強化、発電機やＧＨＰ等の
併設による生活環境向上を促進する。「災害時石油ガス供給連携計画」を不断に見直し、同
計画に基づいた訓練を実施するほか、スマートメーターの導入による配送合理化等の取組を
後押しし、人手不足な中でも安定供給可能な体制を強化する。
なお、ＬＰガスを巡る商慣行を是正し、消費者からの信頼を確保すべく、過大な営業行為
の制限等を内容とする新たな規律を設けたところ、その実効性確保のため、関係省庁とも連
携し、違反行為の取り締まりや市場監視・モニタリングを継続実施する。
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第７次エネルギー基本計画 抜粋（３）（2025年2月18日閣議決定）

４．次世代エネルギーの確保／供給体制

（４）合成メタン等

② グリーンＬＰガス

グリーンＬＰガスは、バイオＬＰガスや合成ＬＰガス等、化石燃料によらないＬＰガスの
総称である。現状ではバイオディーゼルとともに副生されるバイオＬＰガスが主流であるが、
バイオディーゼルとバイオＬＰガスの生産比率は１０:１と、その大量生産が課題であり、
世界的にみても、その生産に特化した先進技術は確立されていない。今後、世界のＬＰガス
需要は、燃料転換が進む中国、インドが牽引する形で拡大していく見込みであり、グリーン
ＬＰガスの大量生産技術の確立が重要である。

グリーンＬＰガスの大量生産に向けて、革新的触媒等の技術開発や生産プロセス実証を進
め、２０３０年代の社会実装を目指す。その際、官民検討会等の場を活用しながら、内外の
プレイヤーの連携の下、海外市場も視野に入れた生産・流通網を含むビジネスモデルの構築
など、必要な取組を進める。また、ＬＰガスのカーボンニュートラル対応を推進すべく、
カーボンクレジットの利用拡大や、ｒＤＭＥ（バイオ由来のジメチルエーテル）を混入した
低炭素ＬＰガスの導入に向けた取組等を後押しする。
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